
令和４年（2022年）１０月７日

総 務 委 員 会 資 料

企 画 部 財 政 課

（第６１号議案）

中野区事務手数料条例の一部を改正する条例について

住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普及の促進

に関する法律等の一部を改正する法律（令和３年法律第４８号）の施行による長期

優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）の一部改正に伴い、

中野区事務手数料条例を次のように改正する。

１ 改正の主な内容

建築行為を伴わない既存住宅について長期優良住宅の認定制度が創設されたこと

に伴い、長期優良住宅維持保全計画の認定の申請等に係る事務手数料を定める。

２ 施行日

公布の日

３ 新旧対照表

別紙のとおり



（別紙）
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中野区事務手数料条例新旧対照表

改正案 現行

第１条～第６条 （略） 第１条～第６条 （略）

附 則 （略） 附 則 （略）

別表第１ （略） 別表第１ （略）

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係）

事務 名称及び額 徴収時期

１ （略） （略） （略）

～ ～ ～ ～

８４ （略） （略） （略）

８４

の２

長期優良住宅

の普及の促進に

関する法律（平

成２０年法律第

８７号）第６条

第１項の規定に

基づく長期優良

住宅建築等計画

又は長期優良住

宅維持保全計画

（以下この項か

ら８４の６の項

までにおいて

「長期優良住宅

建築等計画等」

という。）の認

定の申請に対す

長期優良住宅建築等計画等認定申請手数料

認定申請１件につき、次の⑴及び⑵に掲げる

場合の区分に応じ、それぞれ次に掲げる額（当

該申請に係る住宅が一戸建ての住宅（人の居住

の用以外の用途に供する部分を有しないものに

限る。以下この項及び次項において同じ。）の場

合において、一戸建ての住宅を新築しようとす

るときは、⑴のアの（ア）又はイの（ア）に掲げる額、

一戸建ての住宅を増築し、若しくは改築しよう

とするとき又は当該住宅について建築行為を行

わないときは、⑵のアの（ア）又はイの（ア）に掲げ

る額）（当該申請に併せて長期優良住宅の普及

の促進に関する法律第６条第２項の規定に基づ

く申出があつた場合においては、一の建築物に

ついて９１の２の項に掲げる額（当該申出に係

る計画に建築基準法（昭和２５年法律第２０１

号）第６条の３第１項ただし書の規定に基づき、

認定申請

のとき

事務 名称及び額 徴収時期

１ （略） （略） （略）

～ ～ ～ ～

８４ （略） （略） （略）

８４

の２

長期優良住宅

の普及の促進に

関する法律（平

成２０年法律第

８７号）第６条

第１項の規定に

基づく長期優良

住宅建築等計画

の認定の申請に

対する審査

長期優良住宅建築等計画認定申請手数料

認定申請１件につき、次の⑴及び⑵に掲げる

場合の区分に応じ、それぞれ次に掲げる額（当

該申請に係る住宅が一戸建ての住宅（人の居住

の用以外の用途に供する部分を有しないものに

限る。以下この項及び次項において同じ。）の場

合において、一戸建ての住宅を新築しようとす

るときは、⑴のアの（ア）又はイの（ア）に掲げる額、

一戸建ての住宅を増築し、又は改築しようとす

るときは、⑵のアの（ア）又はイの（ア）に掲げる額）

（当該申請に併せて長期優良住宅の普及の促進

に関する法律第６条第２項の規定に基づく申出

があつた場合においては、一の建築物について

９１の２の項に掲げる額（当該申出に係る計画

に建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第

６条の３第１項ただし書の規定に基づき、構造

計算に関する高度の専門的知識及び技術を有す

認定申請

のとき
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る審査 構造計算に関する高度の専門的知識及び技術を

有する者として国土交通省令で定める要件を備

える者（以下「特定建築基準適合判定資格者」と

いう。）である建築主事が、建築基準法施行令

（昭和２５年政令第３３８号）第９条の３の規

定による特定構造計算基準又は特定増改築構造

計算基準に適合するかどうかの審査（以下「特

定建築基準適合審査」という。）をする部分が含

まれる場合においては当該部分ごとに８６の２

の項に掲げる額の手数料を加えた額、同法第８

７条の４に規定する昇降機（以下この項及び次

項において「昇降機」という。）に係る部分が含

まれる場合においては当該昇降機１基について

１２５の２の項に掲げる額の手数料を加えた

額）に相当する額を加えた額）

⑴ （略）

⑵ 住宅を増築し、若しくは改築しようとする

場合又は当該住宅について建築行為を行わな

い場合 次のア及びイに掲げる場合の区分並

びに当該申請に係る住宅が属する一の建築物

の床面積に応じ、それぞれ次に掲げる額

ア・イ （略）

８４

の３

長期優良住宅

の普及の促進に

関する法律第８

条第１項の規定

に基づく長期優

良住宅建築等計

長期優良住宅建築等計画等変更認定申請手数

料

変更認定申請１件につき、当該申請に係る住

宅が属する一の建築物の当該計画の変更に係る

部分の床面積に２分の１を乗じて得た面積（床

面積の増加する部分にあつては、当該増加する

変更認定

申請のと

き

る者として国土交通省令で定める要件を備える

者（以下「特定建築基準適合判定資格者」とい

う。）である建築主事が、建築基準法施行令（昭

和２５年政令第３３８号）第９条の３の規定に

よる特定構造計算基準又は特定増改築構造計算

基準に適合するかどうかの審査（以下「特定建

築基準適合審査」という。）をする部分が含まれ

る場合においては当該部分ごとに８６の２の項

に掲げる額の手数料を加えた額、同法第８７条

の４に規定する昇降機（以下この項及び次項に

おいて「昇降機」という。）に係る部分が含まれ

る場合においては当該昇降機１基について１２

５の２の項に掲げる額の手数料を加えた額）に

相当する額を加えた額）

⑴ （略）

⑵ 住宅を増築し、又は改築しようとする場合

次のア及びイに掲げる場合の区分並びに当

該申請に係る住宅が属する一の建築物の床面

積に応じ、それぞれ次に掲げる額

ア・イ （略）

８４

の３

長期優良住宅

の普及の促進に

関する法律第８

条第１項の規定

に基づく長期優

良住宅建築等計

長期優良住宅建築等計画変更認定申請手数料

変更認定申請１件につき、当該申請に係る住

宅が属する一の建築物の当該計画の変更に係る

部分の床面積に２分の１を乗じて得た面積（床

面積の増加する部分にあつては、当該増加する

変更認定

申請のと

き
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画等の変更の認

定の申請に対す

る審査

部分の床面積）に応じて、当該計画が住宅を新

築する際に認定を受けたものである場合におい

ては前項⑴のアの（ア）から（カ）まで又はイの（ア）か

ら（カ）までに掲げる額（当該住宅が一戸建ての住

宅の場合においては、同項⑴のアの（ア）又はイの

（ア）に掲げる額）、当該計画が住宅を増築若しく

は改築する際に認定を受けたもの又は当該住宅

について建築行為を行わずに認定を受けたもの

である場合においては同項⑵のアの（ア）から（カ）

まで又はイの（ア）から（カ）までに掲げる額（当該

住宅が一戸建ての住宅の場合においては、同項

⑵のアの（ア）又はイの（ア）に掲げる額）（当該申

請に併せて長期優良住宅の普及の促進に関する

法律第８条第２項において準用する同法第６条

第２項の規定に基づく申出があつた場合におい

ては、一の建築物について９１の２の項に掲げ

る額（当該申出に係る計画に特定建築基準適合

審査をする部分が含まれる場合においては当該

部分ごとに８６の２の項に掲げる額の手数料を

加えた額、昇降機に係る部分が含まれる場合に

おいては当該昇降機１基について１２５の２の

項に掲げる額の手数料を加えた額）に相当する

額を加えた額）

８４

の４

（略） （略） （略）

８４

の５

長期優良住宅

の普及の促進に

関する法律第１

長期優良住宅建築等計画等の認定を受けた地

位の承継の承認申請手数料 ２，３００円

承認申請

のとき

画の変更の認定

の申請に対する

審査

部分の床面積）に応じて、当該計画が住宅を新

築する際に認定を受けたものである場合におい

ては前項⑴のアの（ア）から（カ）まで又はイの（ア）か

ら（カ）までに掲げる額（当該住宅が一戸建ての住

宅の場合においては、同項⑴のアの（ア）又はイの

（ア）に掲げる額）、当該計画が住宅を増築又は改

築する際に認定を受けたものである場合におい

ては同項⑵のアの（ア）から（カ）まで又はイの（ア）か

ら（カ）までに掲げる額（当該住宅が一戸建ての住

宅の場合においては、同項⑵のアの（ア）又はイの

（ア）に掲げる額）（当該申請に併せて長期優良住

宅の普及の促進に関する法律第８条第２項にお

いて準用する同法第６条第２項の規定に基づく

申出があつた場合においては、一の建築物につ

いて９１の２の項に掲げる額（当該申出に係る

計画に特定建築基準適合審査をする部分が含ま

れる場合においては当該部分ごとに８６の２の

項に掲げる額の手数料を加えた額、昇降機に係

る部分が含まれる場合においては当該昇降機１

基について１２５の２の項に掲げる額の手数料

を加えた額）に相当する額を加えた額）

８４

の４

（略） （略） （略）

８４

の５

長期優良住宅

の普及の促進に

関する法律第１

長期優良住宅建築等計画の認定を受けた地位

の承継の承認申請手数料 ２，３００円

承認申請

のとき
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別表第３ （略） 別表第３ （略）

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

０条の規定に基

づく長期優良住

宅建築等計画等

の認定を受けた

地位の承継の承

認の申請に対す

る審査

８４

の６

（略） （略） （略）

～ ～ ～ ～

１３

１

（略） （略） （略）

０条の規定に基

づく長期優良住

宅建築等計画の

認定を受けた地

位の承継の承認

の申請に対する

審査

８４

の６

（略） （略） （略）

～ ～ ～ ～

１３

１

（略） （略） （略）


